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規則等
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円

円

円

無

円
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―

補助金の交付状況に係る調書【令和５年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部子育て支援課

問い合わせ先 0568-44-0323
補助金の名称

犬山市単位子供会活動費補助金
（犬山市子供会活動費補助金）

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

東松本町１区子供会　はじめ56団体 代表者名 各子供会代表世話人

― 条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱 犬山市子供会活動費補助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 昭和56年度 補助終了年度 未定

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

異年齢集団による地域での児童の健全育成のため、町内会単位等で設立する子供会の活動を
支援することを目的としているため。

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

子供会運営のために必要な研修会や、子供会会員同士が交流を図る事業を進めることで、地域
児童の健全育成及び福祉の増進に寄与し、非行防止等にも効果が期待できる。

令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
1,291,450 1,248,000 1,146,600 1,235,000

（1,291,450 （1,248,000 （1,146,600 （1,235,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

（各単位子供会により実施事業は異なる）
主に新入学・進級・卒業祝事業、地域のボランティア活動　等

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 8,564,725

うち補助事業全体の経費 8,564,725

補助金の使途

うち補助対象経費 8,564,725

総務費（保険料、事務費ほか） 408,183

事業費（レクリエーション、奉仕活動ほか） 6,772,890

補助対象経費の内訳

負担金（市子連会費） 119,600

その他 1,264,052

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

3,235,323

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） 3,235,323

補助率、補助額
１単位子供会あたり：13,000円（均等割額）×単位子供会数
＋350円（人数割額）×単位子供会会員数

補助限度額 未設定（予算の範囲内）

精算の有無
（変更交付）

その理由
補助額が定額かつ交付人数の変更が年度途中でない
ため

※令和５年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

単位子供会が地域や犬山市子供会育成連絡協議会などにおいて諸活動を行うことで、各学年
間、各地域間においての子どもたちの交流が活発化し、幼少期においての児童の健全な育成に
大きな効果が得られた。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円

円） 円） 円）

円
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円

円

円

無

―

補助金の交付状況に係る調書【令和５年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部子育て支援課

問い合わせ先 0568-44-0323
補助金の名称 公正証書等作成費補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

対象市民　4名 代表者名 ―

― 条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市養育費確保支援補助金交付要
綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和４年度 補助終了年度 令和８年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

―

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

公正証書等の作成に係る費用負担を軽減し、養育費の支払いを確実に履行させる手段を得るこ
とで、ひとり親の生活の安定を図る。

令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
― 39,525 76,020 200,000

― （20,525 （38,020 （100,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

養育費の取決めに係る公正証書等の作成

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 76,020

うち補助事業全体の経費 76,020

補助金の使途

うち補助対象経費 76,020

公証人手数料等 63,500

書類の郵送料 12,520

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 公正証書等の作成に掛かった費用

補助限度額 40,000円

精算の有無
（変更交付）

その理由
公正証書等作成後に提出される申請書により確認後、
補助金を交付するため

※令和５年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

公正証書等を作成する費用負担を軽減することで、公正証書の作成を促進し、ひとり親家庭の生
活の安定に寄与した。

母子家庭等対策総合支援事業国庫補助金として、市が実施する補助事業に対し、補助対象経費
の1/2の補助がある。

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円

円） 円） 円）

円

円

円

円

無

―

※令和５年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
―

母子家庭等対策総合支援事業国庫補助金として、市が実施する補助事業に対し、補助対象経費
の1/2の補助がある。

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額
養育費保証契約に掛かる保証料と1月当たりの養育費の額の
いずれか少ない額

補助限度額 50,000円

精算の有無
（変更交付）

その理由
養育費保証契約保証料支払後に提出される申請書に
より確認後、補助金を交付するため。

0

補助対象経費の内訳

うち補助事業全体の経費 0

補助金の使途

うち補助対象経費 0

養育費保証契約に掛かる保証料

（125,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

養育費保証契約を締結（実績無）

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 0

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

―

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

養育費保証契約の締結に係る費用負担を軽減し、養育費の支払いが継続して履行されること
で、ひとり親の生活の安定を図る。

令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
― 0 0 250,000

― （0 （0

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市養育費確保支援補助金交付要
綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和４年度 補助終了年度 令和８年度

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

― 代表者名 ―

― 条例 ―

補助金の交付状況に係る調書【令和５年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部子育て支援課

問い合わせ先 0568-44-0323
補助金の名称 養育費保証契約保証料補助金



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

無

有

※令和５年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

市内の民間児童福祉施設に補助金を交付することで、困窮している児童や子育て世帯の支援と
なり、住み良いまちづくりに寄与する。

寄附金を受けた時のみに交付される補助金。

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

不明

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） 不明

補助率、補助額 犬山市児童福祉施設入所者支援補助金交付要綱で定める額

補助限度額 犬山市児童福祉施設入所者支援補助金交付要綱で定める額

精算の有無
（変更交付）

その理由 ―

1,429,971

補助対象経費の内訳

うち補助事業全体の経費 1,429,971

補助金の使途

うち補助対象経費 1,429,971

備品購入費

（0

市の補助金を使って
実施した事業の内容

老朽化した洗濯機、冷蔵庫、居室のテレビや空気清浄機などの購入により、入所している子ども
や母子の生活環境の向上につながった。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 不明

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

本補助金は寄附金を財源としており、寄附者の意向により市内の民間児童福祉施設を対象とし
ている。

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）
児童福祉施設を支援することで、入所している子どもや母親の環境改善を図る。

令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
760,000 0 1,300,000 0

（0 （0 （0

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市児童福祉施設入所者支援補助
金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 令和５年度 補助終了年度 令和５年度

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

社会福祉法人　溢愛館　はじめ３団体 代表者名 理事長　丹羽　友光　ほか

― 条例 ―

補助金の交付状況に係る調書【令和５年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部子育て支援課

問い合わせ先 0568-44-0323
補助金の名称 児童福祉施設入所者支援補助金



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

無

円

円

無

補助金の交付状況に係る調書【令和５年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部子育て支援課

問い合わせ先 0568-44-0322
補助金の名称

地域活動クラブ活動費補助金
（犬山市福祉団体等活動費補助金）

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

犬山市楽田児童センター地域活動クラブ　はじ
め6団体

代表者名 水野　尚子　ほか

― 条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市福祉団体等活動費補助金交付
要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 平成13年度 補助終了年度 未設定

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

児童健全育成に寄与することを目的に、児童厚生施設（以下「児童館」という。）を拠点として地域
に根差し活動する団体は他にないため。

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

会員相互の連携協力の下に、年間計画に基づき、地域児童の安全のための活動にも貢献をし、
児童に関わる地域ボランティア組織として児童の健全育成に効果が期待できる。

令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
1,323,000 1,323,000 1,134,000 1,134,000

（1,323,000 （1,323,000 （1,134,000 （1,134,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

・交通安全マスコットの作成と配布
・児童館での工作会
・近隣公園の遊具点検
・研修会　等

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 1,431,041

うち補助事業全体の経費 1,280,136

補助金の使途

うち補助対象経費 1,280,136

事業費（交通安全マスコット作成・配布等）

保険料（ボランティア保険）

809,299

会議費 79,587

補助対象経費の内訳

39,750

予備費（備品等） 30,000

交通費 16,710

消耗品費（事務用品等） 89,290

通信費 35,500

会費（犬山市地域活動連絡協議会） 180,000

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

150,905

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） 150,905

補助率、補助額 定額　：1団体あたり189,000円

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由
予算を繰り越すことなくほぼ全額を執行しており、補助
額を下回ることはないため。

※令和５年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

・行政主導ではない地域による児童の健全育成
・児童館活動（児童館祭りなど）に対する支援
・自主的な市内公園点検を行い、市側に情報提供

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）


